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農・林・漁業 専門・技術職 技能工 学生・生徒等
販売店主 教員 建設職人・配管工 未就学児童
飲食店主 医療・保健従事者 輸送・精密機械工 小学生
土木・建築業自営 芸能人・プロスポーツ選手 機械工（輸送・精密を除く） 中学生
不動産業自営 弁護士 金属加工工 高校生
製造業自営 その他の専門・技術職 食品・衣料品製造工 大学生
































全局生活安全企画課「平成 23年中における自殺の状況」（2012年 3月 9日公表）からは「男女」別・
「年齢」別・「職業」別・「原因・動機」別・「月」別が発見地で掲載されるようになった。
　なお，2009年・2010年分の都道府県別の原因・動機別自殺者数については内閣府経済社会総合
研究所のウェブページにもデータが存在するが，月別かつ 2009年および 2010年 1月～ 12月まで

































































































②－ ９　自殺総合対策推進センター「昭和 48年度から平成 27年度における，通学適齢期の自殺者
数に関する分析【速報版】」（2018年）
　　https://jssc.ncnp.go.jp/a/18081.php
※自殺予防総合対策推進センターは 2006年 10月～ 2016年 3月まで設置，その後，名称が変更さ








































Basic knowledge of suicide statistics in Japan
Karin MORIYAMA
要　　旨
　2019年 3月 28日、日本における 2018年の自殺者数（確定値）が 20,840人であると公表された。
2019年 1月 18日にも年間の自殺者数が公表されたが、マスコミ各社が報道した中で、この数は警察
庁の集計であることと、「速報値」と表記がある。実は警察庁の統計にも「速報値」「暫定値」「確定値」
があり、さらには警察庁の統計以外に厚生労働省による統計も存在する。ただし、近年は警察庁の自
殺統計を厚生労働省の自殺対策推進室が月別に集計・発表しており、やや複雑であるため、自殺対策
に携わりはじめた関係者にとってはわかりづらいことが多い。そのため、本稿では、日本における自
殺統計について、その内容と公表過程について明らかにする。
